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Ａ．研究目的 

 母子保健の向上を目指した国民運動である

「健やか親子 21」は 2001 年に開始し、「切れ

目ない妊産婦・乳幼児への保健対策」や「妊娠

期からの児童虐待防止対策」を基盤・重点課題

として掲げている。2019年 12月に施行された

成育基本法でも、成育過程にある子どもおよび

その保護者、並びに妊産婦に対して必要な成育

医療を切れ目なく提供するための政策を総合

的に推進することを目的とし、子どもの健全な

育成は国や市町村、関係機関の責務であること

が明記された。妊産婦の 10〜15%が罹患すると

言われる産後うつ 1)や、若年妊娠、予期せぬ妊

娠、経済的困窮などの問題を抱えるいわゆる社

会的ハイリスク妊産婦の家庭への支援には、小

児科・産婦人科・精神科などの医療機関と行政

機関の連携が不可欠である。 

一方で、全国児童相談所への児童虐待の相談

件数は年々増加の一途を辿っており、2020 年

度は 205,044 件と報告されている 2)。ついに

研究要旨 
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21(第 2次)でも「切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策」と「妊娠期からの児童虐待防止

対策」が基盤課題および重点課題に掲げられている。妊娠期からの児童虐待防止対策を推進

し、社会的ハイリスク妊産婦への対応を行うのは、母子保健活動の中でも一層重要で急務な

課題である。社会的ハイリスク妊産婦は出産後の養育困難が予測される妊産婦と一般的に捉

えられている。若年妊娠、望まぬ妊娠、産後うつ、少子化、核家族化など親子を取り巻く課

題は多様化・複雑化してきており、母子保健事業も妊産婦や子ども、家庭が抱える精神的・

社会的課題への対応が求められるようになってきた。社会的ハイリスク妊産婦は妊娠期から

の支援の必要性があるにも関わらず、はっきりと明確な定義はなく、さらにその後の出生児

や児童虐待との関連性についての実態調査も少ない。 

本研究では人口 30 万人を抱える中枢中核都市の久留米市において行政機関と大学教育機

関・医療機関が連携して、社会的ハイリスク妊産婦とその出生児の実態を調査し、社会的ハ

イリスク妊産婦と児童虐待・養育困難の関連を明らかにすることを目的とする。行政機関が

もつ母子保健情報の分析をアカデミア担当の大学教育機関・医療機関が支援することで、虐

待予防を含めた母子保健連携地域戦略モデルになることを目指す。本年度は久留米市から匿

名化された母子保健情報の提供を受け、背景情報や出生児に関する解析を行なった。 
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児童相談所の対応件数は 20万件を超え、全

市町村での対応件数も 10 万件を超えている。

小児人口から考えると約 100人に 1人は何か

気になることを抱えている家庭の子という

ことになる。2019年度の年間の虐待死・心中

も 78人と報告されている 3)。 

経済的困窮、妊娠葛藤、母体精神疾患、パー

トナーからの暴力などは児童虐待のリスクと

なる 4-5)。近年では、母親の産後うつ傾向も児

童虐待の主要なリスク因子と扱う傾向がある

6)。日本の妊産婦の自殺の頻度は諸外国に比し

極めて多く 7)、産後うつ自体への早期発見・早

期ケアも母子保健の重要な課題である。心中以

外の虐待死では 0歳児の占める割合が 49.1%と

最も高く、その中でも生後 3 か月までの間に死

亡している事例は0歳児の中で約8割を占める

とされ 3)、妊娠期からの関わりの必要性がわか

る。行政機関にとって、社会的ハイリスク妊産

婦のリスク因子の重み付けを行い効率的・効果

的に支援を実施することは、児童虐待予防に寄

与すると思われる。多様化・複雑化する家庭の

ニーズに対応した支援を実現するためには、

biopsychosocial(生物ー心理ー社会)の多面的

な視点に基づくアセスメントが必須になると

思われる。 

社会的ハイリスク妊産婦は出産後の養育困難

が予測される妊産婦と一般的に捉えられてい

る。妊娠期からの養育支援が必要とされている

にも関わらず、はっきりと明確な定義はなく、

実態調査も少ない。我々は福岡県のある医療機

関における社会的ハイリスク妊婦と出生児の

実態調査を行い、社会的ハイリスク妊婦は 4

年間の分娩2342件のうち538人(23%)だったと

報告した 8)が、行政機関での調査報告はほぼな

い。社会的ハイリスク妊産婦の要因として若年

妊娠や経済的問題、妊娠葛藤などの因子が挙げ

られる 9)が、明確な定義はないため判断に困る

例も少なくない。また経済的問題や若年妊娠な

ど社会的ハイリスク妊産婦を取り巻く問題は

地域差があり、社会的ハイリスク妊産婦の判断

基準自体がそれぞれの地域に合ったものが必

要な可能性がある。 

行政がもつデータを、アカデミアを担当する

大学教育機関が医療的視点からハイリスク因

子の重み付けをして、行政が行う母子保健活動

を支援することは意義があり、行政機関と教

育・医療機関(大学病院)が母子保健データを共

同で利活用することは、母子保健の向上に寄与

するのではと考える。 

本研究では中枢中核都市である福岡県久留米

市(以下 久留米市、人口 30万人)において、下

記を目的として行う。 

① 社会的ハイスク妊産婦とその出生児に関

する実態調査 

② ハイリスク因子の重み付け評価 

③ 行政機関とアカデミアの連携により母子

保健活動の向上をはかる 

上記を行うことで、行政機関と教育・医療機関

が共同で地域における母子保健連携の戦略的

モデルになることを目指す。本年度は久留米

市から匿名化された母子保健情報の提供を

受け、背景情報や出生児に関する解析を行な

ったため報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

 ⅰ社会的ハイリスク妊産婦の抽出 

久留米市では年間約 3,000 人の出生があ

り、2017 年 10 月にこども子育てサポート

センター(通称 こ子サポ)を設立し、妊娠

期から乳幼児、学齢期の家庭に保健師・助

産師・保育士・教育職・社会福祉士・管理

栄養士など専門職が協力しながら継続的

なサポートに応じている。妊娠時に育児支

援アセスメントシートを用いてハイリス
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ク妊産婦のランク別対応を行なっている。

また産後ケアにも積極的に取り組んでお

り、産後うつ病スクリーニング調査票

(EPDS)を用いて産後うつの早期発見にも

努めている。社会的ハイリスク妊産婦の実

態調査を行うために、妊娠届・妊産婦転入

届出書の提出があった全ての妊産婦を対

象として、社会的ハイリスク妊産婦の抽出

を行う。ハイリスクに該当する項目として

は、若年妊娠・経済的困窮・精神疾患・望

まない妊娠・ステップファミリーなどが挙

げられ、久留米市ではチェックリストを用

いてリスクを評価したのちに、久留米市ハ

イリスク妊産婦初回判定会議で組織的に

ハイリスク妊産婦の判定を行なっている

(図 1)。 

対象としては 2017 年 10 月以降にハイリ

スク妊産婦と判断された妊産婦とその出

生児を対象とする。匿名化した情報の提供

を久留米市より受け、解析を行う。社会的

ハイリスク妊産婦の実態やリスク因子を

明らかにすることで、地域での母子保健課

題を整理する。 

 

図 1 久留米市の育児支援アセスメントシ

ート(妊娠期)による社会的ハイリスク妊

産婦の評価

 

 

ⅱ 出生児に関する調査 

社会的ハイリスク妊産婦とその出生児の実態

調査のために、出生児に関しては母子で連結番

号を付して調査を行う。出生届出書や新生児訪

問の状況、乳幼児健診に関する情報について検

証する。在胎週数や出生体重、異常分娩の有無

などの児の出生状況に加え障害の有無、出生後
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の養育サポート状況、健診結果などを調査し、

ⅰで行なった母の状況と連携して地域の母子

保健の課題を明らかにする。 

ⅲ アウトカム評価と行政へのフィードバック 

ハイリスク因子の重み付け評価を行うために、

妊娠届出時と出産後の社会的ハイリスク妊産

婦のリスク因子および出生児の状況を比較し、

緊急度や危険度に応じたランク評価を検討す

る。今回は久留米市で実際に用いているハイリ

スク妊産婦におけるランク分類との関連を調

査した(図 2)。 

図 2 久留米市でのハイリスク妊産婦におけ

るランク分類 

 

また産後うつも社会的ハイリスク妊産婦の因

子とされているため、産後うつの指標であるエ

ジンバラ産後うつ病スクリーニング調査票

(EPDS得点)、赤ちゃんへの気持ち調査票(ボン

ディング)の得点についてもアウトカムのひと

つとして検討する。 

医療機関や他行政機関から情報提供があるこ

ともより支援を行なっている指標になると考

えられ、他機関との連携状況の調査を行う。ⅰ

〜ⅲで得られた情報を多変量解析し、リスク因

子とアウトカム評価の因果関係を明らかにす

る。この結果をもとにハイリスク因子の重み付

け評価を行い、リスクに応じたランク別対応の

ための社会的ハイリスク妊産婦とその出生児

に関するランク評価表を作成、提言、開発する。

目標③のために得られた結果を行政機関に還

元し、より根拠のある養育支援・虐待防止予防

につなげる。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は久留米市で得られている母子保健

情報を 2次利用することで行う。既に有してい

る母子保健情報を利活用する調査研究であり、

研究対象者には生命倫理や安全措置を要する

ような不利益は生じない。研究対象者のプライ

バシーおよび個人情報保護に十分配慮し、保有

する個人情報等の保護に必要な体制および安

全管理措置を整備する。個人情報保護のために、

本研究では久留米市から情報提供を受ける際

に研究対象者の個人情報とは無関係の研究番

号を付して管理し、どの研究対象者の情報であ

るか直ちに判別できないよう匿名化して管理

する。 

研究を実施するにあたって久留米大学の倫理

委員会にて承認を得た (研究番号 19190、2019

年 12 月 30 日承認)。オプトアウトに関しては

久留米市および久留米大学のホームページな

どで公表し、市民に情報提供を行う。 

 

Ｃ．研究結果 

 本年度行なった調査結果について示してい

く。最初にⅰおよびⅱに関しては、2017 年 10

月以降に出生し、久留米市で妊娠届出を提出し

ている妊産婦のうち、2020 年 2 月〜12 月末ま

でに出生児が久留米市での1歳6か月健診を受

診した延べ 2,130名を抽出した。そのうち社会

的ハイリスク妊産婦としてランク評価を受け

たのは 334名であった。母体の平均年齢は 30.8

才、出生児の平均在胎週数は 38 週 6 日、平均

出生体重 2996gであった。妊娠届出や出生届出、

産婦健診から得た母子の情報を以下に表で示

す。 
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結果 1 妊娠届出から得た妊産婦延べ 2,130 名

の背景情報 

 

結果 2 産婦健診から得た妊産婦延べ 2,130 名

の背景情報 

 

結果 3 出生届出から得た出生児 2,130 名の背

景情報 

 

 どの結果も自己申告の届出用紙や質問紙を

用いて得られた情報であるため、同じ内容でも

結果にバラツキが生じている。久留米市では精

神的な相談のある妊婦が 6〜8%であり、EPDS＞

9 点以上も 3％認めた。妊娠届出から産婦訪問

支援、要電話、要支援など何らかの支援を必要

と判断された妊婦が約 1割であった。 

 対象 2,130 名のうち社会的ハイリスク妊婦

としてハイリスク妊産婦初回判定会議でラン

ク評価を受けたのは 334名(15.7%)であった。 

結果 4 ハイリスク妊産婦初回判定会議でラン

ク評価を受けたのは 334名の内訳 

多くが保健師での対応で良いと判断されたケ

ースであるが、初回から要保護児童対策地域協

議会や家庭子ども相談課対応とされたランク

A・Bもそれぞれ 14件ずつ認めた。次にランク

評価を受けた 334 名のハイリスク要因(重複あ

り)を示す。 

結果 5 ランク評価を受けた 334 名のハイリス

ク要因(重複あり) 

 

 

訴え多い・不安が強い、精神科的疾患、未婚、

育児・相談相手なしの順で上位を占めている。

過去の我々の医療機関での調査では経済的困

窮が最多であった 8)が、経済的困窮は多い順で

6 番目であった。ハイリスク妊産婦はやはり

様々なリスク要因を抱えているが、虐待ケース
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とはっきり認識し対応する例と保健師での地

域見守りをお願いする例ではリスク要因が異

なるのではないか、という臨床疑問があった。

そのため、ランク Aおよび B と初回で判定され

た 28 名のリスク要因がどうなっているのか追

加調査を行なった。 

結果 6 ハイリスク妊産婦初回判定会議でラ

ンク A・B とされた 28 名のハイリスク要因(重

複あり) 

 

 

ランク A・B では経済的困窮、精神科的疾患、

育児支援・相談相手なし、未婚の順で多く、ま

た全体 334名では上位になかった D Vや被虐待

経験のリスク要因がその後に続くことがわか

った。これらより、児童虐待として対応すると

きのリスク要因と保健師が多くをみている社

会的ハイリスク妊産婦のリスク要因はその要

因が異なる可能性があるかもしれない。 

 

Ｄ．考察 

 行政が所有している母子保健情報を集計・分

析することでその地域が抱える社会的ハイリ

スク妊産婦のリスク要因がみえてきた。社会的

ハイリスク妊産婦は経済的困窮や母体の精神

疾患をはじめ様々な問題を抱えており、その支

援には妊娠期からの多機関・多職種連携が必要

であると考える。今回得られたデータをもとに

多変量解析を追加し、リスク要因の重み付けを

行なっていきたい。 

 

Ｅ．結論 

 社会的ハイリスク妊産婦と出生児の現状

と課題を抽出することは、児童虐待予防や養

育支援においても重要であると考える。今後

は久留米市における社会的ハイリスク妊産

婦の母子保健データを利活用し得られた調

査結果や課題について、行政と大学教育機関

で共有しフィードバックに用いる予定であ

る。 
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